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【はじめに】

　今、ご紹介いただいた山下です。

　　東京都の全身性障害者介護人派遣事業の改正と申しますか、再編成に向け　　　　　ての検討・協議が進められた平成６年当時、障害福祉部の在宅福祉課におりまして、この問題を担当しました。その後も、引き続き、障害福祉部内で、政策立案、予算などの総括を担当し、また、対外的な折衝の窓口としても、この事業の推進に長くかかわってきました。

　現在は、都を退職し、民間の社会福祉法人で、障害者の生活介護、グループホーム、ヘルパーなどの事業に取り組んでいます。

　それでは、お手元のレジュメに沿って、お話していきたいと思います。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　【制度の沿革】

昭和４９年、府中療育センター問題に端を発した都庁前での障害者団体の長期にわたる座り込み(いわゆる「都庁前テント村」問題)を解決するための新たな施策の一つとして、東京都独自の制度である重度脳性まひ者介護人派遣事業が発足しました。　　

この制度は、ある意味では、かなり応急的な対応として作られたもので、役所から在宅の障害者に「介護券」というクーポンを、月に何枚か配り、障害者が自分で見つけた介護人に、１回介護してもらえば、券を１枚渡す。介護人は、その券を役所に持って行って現金を受け取るというものでした。介護人は、民間篤志家(ボランティア)という位置付けで、介護料も低額でした。

当初の派遣回数は　月４回、介護券が月に４枚配られるという内容でした。

その後、当事者団体と毎年毎年、交渉を繰り返し、介護人の派遣回数を、ほぼ月１回づつ増加していきました。

派遣回数が、月１２回に達した段階(昭和６１年)で、このままの形では、これ以上の回数増は困難という行政側の判断があり、当事者団体との交渉の結果、昭和６２年度から、真に他人介護を必要とする者(施設や家族から自立した方)と家族による介護を受ける者を分離、他人介護の回数増は継続したが、家族介護は、月１２回で固定しました。また、他人介護の対象者を、重度脳性まひ者から「全身性障害者」に拡大して、制度の一般化を図りました。

また、これに伴い、事業の名称も「重度脳性まひ者等」介護人派遣事業に変更しました。

昭和６３年度当初から、制度の在り方について、内部のＰＴなどを設置して検討を進め、本制度の重要性について、一定の庁内合意を得て、当事者団体と交渉の上、他人介護については、「毎日介護」(月３０日派遣)の実施を決定しました。ただし、これは５か年計画で実施をするということでした。

· 月３回づつ増(１４回→１７回、２０回、２３回、２６回、３０回)

【制度再編に向けた検討】

平成５年度に「毎日介護(月３０日の派遣)」が実現しましたが、国庫補助のない都の単独事業であるため、財源的に制約が厳しく、介護人の位置付けは、制度発足時と同じ「民間篤志家(ボランティア)」のままで、派遣単価も低額(日額６千円程度)、介護人の確保、事業規模の拡大も困難な状況が継続していました。

介護保障の一層の拡充を求める要求が強まる中、東京都側としては、国制度であるホームヘルプサービス事業の補助金を取り込んで、事業を抜本的に改正(再編成)し、派遣単価の大幅な引き上げ(時間単価１４００円程度)を図る方向で検討を開始し、当事者団体側にも問題提起しました。

当事者団体側では、当初、国制度を取り込むことにより、様々な制約が生じ、障害者(ユーザー)側の主体性が損なわれて、制度の使い勝手のよさが失われるなどの理由から、強い懸念を示したが、制度の拡充に向けた検討・協議には応ずるとの姿勢でした。

平成６年度、制度の抜本改正(制度再編)に向けて、検討会を設置しましたが、これは、全都在障会と都福祉局との研究・協議の場であり、「交渉」の場ではないという確認でした。

この検討会では、制度の必要性、重要性についての認識を共有化しつつ、なお、制度の脆弱性(未熟性)を認め、レベルアップしていく方向での制度再編をめざすということとしました。

また、在障会の中でも、各ブロックから、直接、検討会の場に障害当事者が参加し、「開かれた検討の場」とすることをめざすということでした。(ただし、随時、限られた人数での「事務折衝」は実施しました。)

検討会の中では、まず、当事者団体側と行政側とで、全身性障害者の「自立(生活)」の意義、重要性についての「理念」を共有化しました。

また、当事者団体としては、行政(制度)側に何を求めるのか、自らは何を、どのような役割を担っていくのかを明確化していったと思います。要するに、当事者団体としてのアイデンティティを明確にしながらも、行政側とのパートナーシップを重視するということでした。

ただ、この「パートナーシップ」は、行政側への「すり寄り」というようなものではなく、相当の緊張関係を維持しつつ、特定の目標達成に向けて、真摯に共同で取り組んでいくという姿勢であると受け止めていました。

一方、行政側としては、現実的に、何が可能で、何ができないかということについて、ゼロベースで、根本に立ち返って検討しようと思っていました。

ここで、行政側としての当時の基本的な問題意識は、まず、「制度としての脆弱性の克服(安定性、持続可能性の確保)」であり、また、都の単独事業として、一定の限界があったことから「国、都、区市町村との役割分担の明確化」、次に「公的な制度としての透明性の確保(公費を支出する上でのアカウンタビリティの確保)」、これは、この制度が、いわば応急的に作られた制度であり、介護券の使用などについて、一部に不透明な取り扱いがあるのではないかというような声があったことが背景にあります。いわばバウチャー制度のような金券的なものを使っていく場合の宿命のようなもので、ある意味避けにくい問題ですが、ここをきちんとしなければ、制度の拡充に向けての都民の理解は得られないという認識でした。さらに、「公平性の維持(様々な行政サービスの中での均衡の維持)」「費用対効果(コストパフォーマンス)の確認」「障害当事者(ユーザー側)の使い勝手のよさ」などがありました。

　さらに、行政側としては、都の独自事業であった介護人派遣事業を、国庫補助対象のホームヘルプサービス事業の骨格に組み入れていくことで、「財政力のある東京都だからできる、他県では真似の出来ない事業」ではなく、全国どこの道府県でも実施できる全国版の事業に改めていくことの意義を強調しました。　　　　東京都から全国に新しい介護制度を発信していく、全国の先導的なモデルとなるということです。

　また、現実的には、東京都のみが突出した制度を作った場合、東京都に障害　　　　者が「一極集中」して、結果的に、制度が破たんする可能性が高いというような問題点も指摘させてもらいました。(一部の区市において顕在化しつつあった。)

　【具体的な検討内容及び経過】　

制度再編の検討の中では、当事者側と行政側の共通認識として、まず、現実的な「介護」が必要なのであって、「介護料」の確保は、そのための手段であることが確認されました。

そこから、介護マンパワーの確保についての検討が行なわれたが、全身性障害者のひとり一人異なる、固有の介護ニーズに的確に対応していくためには、従来型のホームヘルプサービス事業などとは異なる、独自のサービス提供システムが必要であることが明らかになってきた。(単純に、ホームヘルパーの派遣時間を延ばすだけでは対応できない。)

財政的な枠組みの問題とは別に、行政ベースあるいは、当時はあまりなかったのですが、企業(市場)ベースでは、全身性障害者が必要とする介護サービスを十分に提供できる見通しが付かない中で、効率的に介護サービスを確保していくためには、障害当事者自身が進めてきた、これまでの介護者確保の取り組みを踏まえて、それを制度の中に取り込んでいく方向性が適切と考えられました。

具体的には、障害当事者が個人レベルで介護者を確保していく方式(実際上は、専従介護者を基本として「バラバラ」(複数の介護人の組み合わせ)の介護で補完する方式や、専従をおかずに、ほぼ全面的に「バラバラ」の介護で対応する方式)と、障害当事者を主体とする「派遣団体」が介護者を確保し、必要とする全身性障害者に派遣する方式が想定された。

実は、行政制度に比較的乗りやすい方式としては、「派遣団体」をホームヘルプサービスの事業者(当時は家政婦協会が中心)として位置づける方式が考えられました。特に、東京都においては、地域福祉振興事業という独自の制度を背景として、「有償介護(家事援助)サービス」を行なう各種の住民参加型事業が展開してきており、この中で、存在感を増してきていたのが、日本型の自立生活センター(ＣＩＬ)でした。

なお、もう一つ、東京都独自の事情としては、重度心身障害者手当という比較的高額の手当があり、現物給付の介護サービスや生活保護の他人介護とは別に、障害者自身が「有償介護サービス」を購入する財源となっていたため、「有償介護サービス」事業の運営基盤が整備されてきていました。

しかしながら、一方で、個々の障害当事者の立場からは、「派遣団体」に、全面的に介護サービスの提供を委ねるのは、「派遣団体」に生活を支配されることとなりかねないという意見もあり、「派遣団体」方式に一本化することは適当ではないと考えられました。

したがって、現実的には、全身性障害者の生活実態を踏まえて、障害者が個人的に介護人を確保する方式と、団体から介護人の派遣を受ける方式の２本立てを可能とする柔軟な制度設計が必要であると判断されました。

当時、全身性障害者の介護サービスに関して、「派遣団体」の主流は、日本型(事業者型)の自立生活センター(ＣＩＬ)であり、障害者の地域社会での自立した生活を保障する上で、この意義、役割がますます重要になってきているという当時の都側の認識の中で、介護人派遣事業の検討会とは別枠で、東京都自立生活センター協議会(ＴＩＬ)との勉強会も開始された。

この勉強会の成果は、後に、都の障害者参加型サービス提供事業として具体化します。また、東京都における障害者ケアマネージメントの検討とも結びついていきました。

介護人派遣事業の検討会の構成メンバーとＴＩＬとの勉強会の構成メンバーは、一部、重複していたが、基本的には、全く別枠の検討の場であり、検討内容も異なっていた。八王子ヒューマンケアの中西さん、町田ヒューマンケアの樋口さん、今ＤＰＩにおられる三沢さんなどはＴＩＬとの勉強会のみ、新田さん、国立の三井さん、練馬の荒木さん、多摩の木村さんなどは、介護人派遣事業の検討会のみ、亡くなった高橋修さん、益留さん、世田谷の横山さんなどは双方に参加していたと思います。

最終的な介護人派遣制度のフレームとしては、障害当事者が個人ベースで介護者を確保することを基本として、現金給付などにつきものの「不透明性」を回避して、行政制度に乗せるための方式として、障害者本人が区市町村に介護人を推薦して、登録し、障害者からの申請に基づいて、区市町村長が介護人を派遣するという形をとることが適当と考えられました。

内部的には、いわゆるオーフス方式など、公費支給により障害者が介護者を直接雇用する方式の検討も行なってはいたが、当時の状況として、これらの外国の制度をそのまま我が国の行政制度に移植していくことは、現実的ではないと判断されました。
また、派遣団体(事業所)に登録した介護人も、障害当事者が推薦した形を取ることで、制度に乗せることを可能としました。

「介護人」の呼称については、一般のホームヘルプサービス事業からは独立した制度であることから、「ヘルパー」という呼称は避けることとし、障害当事者主体の理念を明らかにする意味で「アテンダント」「パーソナルアシスタント」という呼称も検討しましたが、結果的には、社会的、世間的な「分かりやすさ」や「なじみ(慣れ)」を重視して、「介護人」のままとした。

また、本来的には、アテンダント、パーソナルアシスタント等の呼称は、障害当事者の直接雇用方式になじむ呼称であり、実質的な「推薦(自薦)登録ヘルパー」ともいうべき介護人の呼称としては不適当という判断もあった。

障害当事者主体という理念やコストマネージメントなどの観点からは、本来的には、資金管理や労務管理などが可能である限り、障害当事者が介護者を直接雇用する方式が優位にあることは明らかであり、これは、障害者ケア・マネージメントにおけるセルフ・マネージメントの優位性の問題と同様であると思われます。ただ、一方では、自ら介護人を確保することが困難な全身性障害者の存在もあり、本制度の検討の中では、この問題は常に底流にありつつも、時代的制約もあり、大きく踏み込むことはできませんでした。当然ながら、障害者のエンパワーメントや様々な社会的支援体制の確立の問題を踏まえつつ、今後の介護保障制度の見直しの中では、さらに検討されていくべき重要な課題であると認識しています。

さらにいえば、介護人の確保や使い方をどうするかという問題は、自立の方法論や運動論というよりも、障害当事者ご自身のライフスタイル、人生観といったところに深くかかわっているものと考えており、本来的には、行政制度として、画一化していくものではないだろうと思われます。

平成６年６月の検討会の設置から、平成９年１０月の新制度の開始(制度再編)までには、様々な紆余屈折があったが、検討会における検討自体は、お互いの立場を率直に主張するとともに、パートナーシップを大切にするという基本的な方針と、「障害者の自立生活を支援する」という基本理念の共有、そして、何よりも「いい制度を作りたい」という関係者の「想い」に支えられて、比較的、順調に進められたと考える。

この「パートナーシップ」が緊張感を含んでいるということは、例えば、制度再編の検討・協議の経過の中で、一時的な双方の不一致から、当事者団体側が、集団で知事室を占拠するというような深刻な状況を生じたことにも示されていますが、どのような場合にも、最低限の信頼関係は維持されていたと考えています。

　【制度再編時における個別課題】

当初、難問とされていた介護人の資格(ヘルパーとしての研修受講)の問題については、介護人の資質としては、形式的な研修受講よりも、介護現場での経験の積み重ねが重要であること、全身性障害者の自立生活を保障していくためには、何よりも介護マンパワーの確保が必要(最優先)であることなどを総合的に勘案して、都としては、「研修受講は奨励するが強制はしない(義務付けない)」という整理を行ないました。

費用負担については、生活保護受給者が多いことから、実質的には無料となる方が多いことを踏まえつつも、原則論として、(世帯単位ではなく)本人の所得に応じて、適正な負担を求めることとしました。

入院時の付き添い介護については、都としては、コミュニケーションをはじめとする全身性障害者の介護の困難性を踏まえつつ、介護と看護は質的に異なるという原則論に立って、病院側が拒否しない限り可能という取り扱いとした。

吸引、摘便などの「医(療)類似行為」についても、これが全身性障害者の自立生活の保障のために不可欠な介護であるという認識に立って、明らかに医師法上の医療行為に該当すると判断されるもの以外(いわゆるグレーゾーンの行為)については、介護人の行なう介護として認めるという取り扱いとした。(都庁内の当時の衛生局などでも、具体的な線引きは困難という見解でした。

対象者の範囲については、全身性障害者の自立生活の保障という基本理念に立ち返って、客観性、透明性、公平性を担保できるような新たな判定方式について検討したが、時間的な制約もあり、実質的には「先送り」とせざるを得なかった。(従来の特別障害者手当受給資格という認定基準を踏襲しました。)

派遣時間については、制度の趣旨としては、明文で「地域福祉の理念に立って、全身性障害者が２４時間安心して生活できるための社会的条件の整備」を標榜しつつも、本制度自体としては、１日８時間、月２４０時間の介護を保障するにとどまり、一般のホームヘルプサービスや重度手当を含む他制度との併用により、必要な介護を確保することとしました。しかしながら、時間数についての不満を残しつつも、月２４０時間の「最低保障」の意義が大きいことについては、関係者の意見は一致していました。

制度の透明性、アカウンタビリティを高めるための取り組みの必要性については、行政側と当事者団体側の認識は一致していた。

また、一方で、制度の使い勝手を良くするためには、運用面での一定の「遊び」が必要であることについても暗黙の合意があったと考えています。(文章上では、「必要に応じて協議」「区市町村において疑義を生じた場合は都に協議」などの表現で整理しています。)

【行政内部での調整】

制度の見直し(再編成)を進めていく上での、都庁内での合意形成のポイントは、基本的な事業の意義に加えて、療護施設などと比較して費用対効果が高いこと、手厚い介護を必要とする全身性障害者は、マイノリティというか、比較的、マイナーな存在であり、高齢者の介護などとの比較においては、財政負担の絶対量は少ないこと、事業の実施主体である区市町村の理解を得るためには、まず、東京都と当事者団体との合意形成が必要であることなどであり、財務当局に対しては、特に、国庫補助制度に乗せることによる財源の確保というメリットを強調することで、理解を得ました。

もちろん、庁内の意見としては、「障害福祉部の方針は、団体側の意見に偏っているのではないか。団体べったりではないか。」というものも多くありました。これに対しては、「障害福祉行政の基本理念は、当事者主体ということで、この点が、高齢福祉分野などとは明確に異なる。当事者団体の主張、合意形成を大切にするのは当然である。どこかの学者、専門家の意見をまとめて、「○○制度の今後のあり方」などを決めていく (実は、高齢福祉などのやり方ですが)という訳にはいかない。」と、説明していきました。まあ、現実的には、行政内部での政策決定のプロセスにおいては、政治的な判断を含めて、生々しい様々な力学が作用しているわけですが、これは、また、別の議論になります。

　余談ですが、検討会とほぼ同時期、平成６年度当初から、私が取り組み、平成８年度に予算化された新規事業として、目と耳に重複して障害を持つ盲ろう者に対する通訳・介助者の派遣事業の創設があり、これは、対象者が全都で数十人という、極めてマイナーな、しかしながら、生活していく上で極めて重篤な障害を抱えた方々への支援サービスでした。この事業も、障害当事者自らが、通訳・介助者を育成し、当事者団体(盲ろう者友の会)に登録して、ニーズに応じて派遣していくものであり、当事者団体側と綿密に検討・協議を重ね、その意見・要望を十分に踏まえて制度の枠組みを作っていきました。また、制度創設時に当事者団体の代表であり、制度創設の中心となった福島智さん(現　東大教授　総合福祉部会委員)は、事業のモデルの一つとして、介護人派遣事業にも強い関心を持っていました。障害福祉分野では、どんなにマイナーな事業であっても、行政施策としての重要性に変わりはなく、もともと、障害福祉とは、一つ一つはマイナーな、個々のニーズに、きちんと対応していくことであると考えています。

次に、都内の区市町村との協議において、基本的に問題となったのは、財政負担の問題であり、激変緩和のための財政措置などを設けることで、最終的な合意を得た。ただし、当事者団体との「仕切り」については、東京都が責任を持って行なうことが合意の大前提でした。また、区市町村においては、独自に様々な加算を行なっていたところも相当数あり、都制度がレベルアップすることへの抵抗感は少なかったともいえます。

厚生労働省については、当初、検討会での合意を得て、当事者団体と確認した東京都の要綱案等について説明し、国庫補助対象事業として認める了解を得ていたところですが、その後、心身障害者ホームヘルプサービス制度の要綱とは別に、全身性障害者介護人派遣制度の要綱を策定することは認められないという指導が入り(当時の国の判断としては、介護人派遣事業を一般のホームヘルプ事業と「同列・同格」に置くのではなく、ホームヘルプ事業の「運用」として位置づけるのが適当ということであったと思われる)、最終的に、内容は一切変更しないまま、形式としては、ホームヘルプサービス制度要綱の下に、介護人派遣事業についての規定を「運用基準」としてぶら下げる形(一部は「質疑応答」という形)とすることで了解を得た。この結果、障害者ホームヘルプサービス事業費国庫補助金の東京都分は、大幅に増加することとなったが、当時は、国の予算もあまり窮屈ではなく、基本的には、満額を受けることができました。

【制度発足後の展開】

東京都全身性障害者介護人派遣事業が、国のホームヘルプサービス制度の　　枠内で、国庫補助金を受ける形で発足したことで、他の道府県においても　　同様の事業が拡大していきました。

当時、全国の主要都道府県や政令市の障害主管課長会などの場において、非公式に、他県・市の課長さんから、「東京都さんは、少しやりすぎではないか。」「東京都さんのおかげで、うちの市(県)は大変だ。」などの話を聞いていたが、東京都の制度創設は、全国的にも、相当のインパクトを生じていたと考えています。

平成１２年度の介護保険制度発足を前にして、高齢者のホームヘルプにつ　　いては、民間事業者の参入促進のため、派遣単価の大幅な引き上げが行われ、これと連動して、障害者のホームヘルプの国単価も大きく引き上げられましたが、本事業が月２４０時間という長時間の派遣をベースとしていることから、都としては、関係団体とも協議の上、派遣時間の確保を優先して、派遣単価は据え置くこととしました。

平成１５年度からの支援費制度の発足に伴い、東京都の全身性障害者介護　　人派遣事業は、全国自治体の全身性障害者介護人派遣事業を想定して新た　　に設けられた国の日常生活支援の枠に取り込まれることとなりましたが、派遣　　時間などの事業の大枠は、一定程度継続されました。

具体的には、東京都の全身性障害者介護人派遣事業の利用者は、支援費制度移行直前の平成１４年度で約１２００人でしたが、平成１７年度において、都内では、約２千人の全身性障害者が、平均して月２４０時間の日常生活支援を受給していましたので、介護人派遣事業の利用者は、基本的には、８時間の日常生活支援に移行したものと考えています。

平成１８年度からは、障害者自立支援法が施行され、日常生活支援は、重度訪問介護となりましたが、ここでも、事業の大枠は、一定程度継続されました。

もちろん、支援費制度や障害者自立支援法への移行にあたっては、派遣時間の上限設定や見守り介護などなどの問題を巡って、国と、地方公共団体及び当事者団体との間で、厳しいやりとりが行なわれたことについては、皆さんご承知のとおりです。

政権交代により、障害者自立支援法の廃止が決まり、現在、国においては、新法の制定に向けた検討が進められているところですが、この中で、重度訪問介護がどのようになるのかは、まだ、全く見えてきません。先日、衆議院の本会議で、自立支援法の一部改正案、いわゆる「つなぎ法案」が可決されるなど、新法の行方も、不透明さを増しているが、これまで数十年かけて積み上げられてきた全身性障害者の介護保障の水準を維持・確保し、さらに、一層のレベルアップを図っていくことが重要かつ緊急な課題だと思います。関係者で知恵を出し合い、新法かどうかは別としても、持続可能な、利用者の生活実態に見合った事業モデルを、早急に作り上げ、今後の国制度の中に反映させていく必要があると考えます。
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